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成 21）年 1月に実施された。その調査形態は、次のとおりである。 
 
・ 母集団：全国 20歳以上の者 
・ 標本数：3,000人 
・ 有効回収数（率）：1,781人（59.4％） 











                                                  
1 1969（昭和 44）年 9月には、「自衛隊に関する世論調査」という名称で実施。 
2 2000（平成 12）年 1月調査より以前は、内閣総理大臣官房広報室（総理府） 
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「自衛隊・防衛問題に関する世論調査」 
調査の時期 標本数 有効回収数 
2006（平成 18）年 2月調査 3,000人 1,657人 
2003（平成 15）年 1月調査 3,000人 2,126人 
2000（平成 12）年 1月調査 5,000人 3,461人 
1997（平成 9）年 2月調査 3,000人 2,114人 
1994（平成 6）年 1月調査 3,000人 2,082人 
1991（平成 3）年 2月調査 3,000人 2,156人 
1988（昭和 63）年 1月調査 3,000人 2,374人 
1984（昭和 59）年 11月調査 3,000人 2,424人 
1981（昭和 56）年 12月調査 3,000人 2,393人 
1978（昭和 53）年 12月調査 3,000人 2,439人 
1975（昭和 50）年 10月調査 3,000人 2,408人 
1972（昭和 47）年 11月調査 3,000人 2,531人 
 
「自衛隊に関する世論調査」 
調査の時期 標本数 有効回収数 










 ア 基本的なデータ 




















1969年 9月調査 2,474人 12.9 40.9 9.6 1.3 35.3 100.0 
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1972年 11月調査 2,531人 10.8 40.7 15.5 1.1 31.9 100.0 
1975年 10月調査 2,408人 8.6 54.3 9.5 0.6 27.0 100.0 
1978年 12月調査 2,439人 8.2 61.1 5.0 0.8 24.9 100.0 
1981年 12月調査 2,393人 6.1 64.6 7.6 0.9 20.8 100.0 
1984年 11月調査 2,424人 5.0 69.2 6.8 1.1 17.9 100.0 
1988年 1月調査 2,374人 5.9 67.4 7.2 1.3 18.3 100.0
1991年 2月調査 2,156人 7.3 62.4 10.5 1.0 18.7 100.0
1994年 1月調査 2,082人 4.3 68.8 7.0 0.7 19.2 100.0 
1997年 2月調査 2,114人 7.1 68.1 7.9 0.6 16.3 100.0 
2000年 1月調査 3,461人 8.0 71.2 5.8 1.2 13.8 100.0 
2003年 1月調査 2,126人 8.3 72.1 4.7 1.1 13.8 100.0 
2006年 2月調査 1,657人 8.6 76.2 5.6 1.3 8.3 100.0 
2009年 1月調査 1,781人 9.9 77.3 4.2 1.4 7.2 100.0 
（注）原資料は元号のみを使用しているが、本稿の表中では時系列の比較を容易にするため、以後西 
   暦を使用する。 
 
 表 1 かよりわかることは、 
 
①防衛政策の根幹である「日米の安全保障体制と自衛隊で日本の安全を守る」と回答した割合が、
2006（平成 18）年 2月調査以降、国民の 4分の 3を超えている。しかしながら、この割合は 1972
（昭和 47）年 11月調査までは、2分の 1以下の 40％程度であった。 
 
②「わからない」と回答した割合が、1972（昭和 47）年 11月調査までは 30％を超えていたものの、








 イ 日本の安全を守るための方法に関する世代間ギャップ 
 ポスト冷戦における「日本の安全を守るための方法」に関する世代間ギャップの有無を検証するた
めに、1991（平成 3)年 2 月調査以降、表 1 で「現状どおり（日米安保＋自衛隊）」と回答した比率
を抽出すると、表 2のとおりとなる。 
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1991年 2月調査 57.5 62.5 67.1 63.1 61.9 56.6 0.9 
1994年 1月調査 61.6 71.0 70.8 71.9 69.4 61.8 -0.2 
1997年 2月調査 64.9 69.6 68.8 71.4 67.2 63.4 1.5 
2000年 1月調査 73.7 72.5 73.3 70.9 70.8 65.6 8.1 
2003年 1月調査 68.1 73.2 70.8 74.7 74.7 67.9 0.2 
2006年 2月調査 76.0 78.0 81.6 75.3 73.8 74.3 1.7 
2009年 1月調査 80.8 80.6 76.1 76.2 74.2 79.1 1.7 
7回の調査単純平均 68.9 72.5 72.6 71.9 70.3 67.0 2.0 
 
 「現状どおり（日米安保＋自衛隊）」と回答した 20歳代の比率を比率をＡとし、「現状どおり（日
米安保＋自衛隊）」と回答した 70歳以上の比率を比率をＢとすると、2000（平成 12）年 1月調査を
除き、Aと Bの比率にほとんど差異は存在しない。すなわち、表 2の分析により、ポスト冷戦（1991
（平成 3)年 2 月調査以降）において、日本の安全を守るための方法について、「現状どおり（日米
安保＋自衛隊）」であることに、世代間のギャップはない。 





 ア 基本的なデータ 












1969年 9月調査 2,474人 25.1 26.9 23.1 24.9 
1975年 10月調査 2,408人 14.9 28.7 34.3 22.1 
1978年 12月調査 2,439人 20.6 23.2 36.4 19.8 
1981年 12月調査 2,393人 28.0 32.2 21.3 18.5 
1984年 11月調査 2,424人 30.0 30.9 23.8 15.4 
1988年 1月調査 2,374人 21.5 32.1 31.3 15.1 
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1991年 2月調査 2,156人 22.3 33.1 31.3 13.3 
1994年 1月調査 2,082人 19.2 28.7 35.2 17.0 
1997年 2月調査 2,114人 21.1 33.8 30.2 14.9 
2000年 1月調査 3,461人 30.5 34.0 23.2 12.3 
2003年 1月調査 2,126人 43.2 36.8 11.1 8.9 
2006年 2月調査 1,657人 45.0 32.6 16.5 5.9 
2009年 1月調査 1,781人 26.6 ＊42.6 25.8 4.9 
（注 1）＊の質問は、「どちらかといえば危険がある」 
（注 2）1972年 11月調査には、この設問なし。 
 
 表 3 のＡ欄・Ｂ欄に、別の設問である「自衛隊や防衛問題に関する関心」のデータを加味し、新
たな表を作成すると表 4となる。 
 











1969年 9月調査 2,474人 25.1 26.9 ― ―
1975年 10月調査 2,408人 14.9 28.7 ― ―
1978年 12月調査 2,439人 20.6 23.2 47.7 50.4 
1981年 12月調査 2,393人 28.0 32.2 49.6 48.1 
1984年 11月調査 2,424人 30.0 30.9 50.3 47.8 
1988年 1月調査 2,374人 21.5 32.1 54.9 43.4 
1991年 2月調査 2,156人 22.3 33.1 67.3 30.2 
1994年 1月調査 2,082人 19.2 28.7 56.8 40.8 
1997年 2月調査 2,114人 21.1 33.8 57.0 41.6 
2000年 1月調査 3,461人 30.5 34.0 57.8 41.2 
2003年 1月調査 2,126人 43.2 36.8 59.4 38.9 
2006年 2月調査 1,657人 45.0 32.6 67.4 31.9 
2009年 1月調査 1,781人 26.6 ＊42.6 64.7 34.4 
（注 1）「自衛隊や防衛問題に関する関心」の設問に関し、「わからない」と解答した者の割合を省略 
（注 2）「自衛隊や防衛問題に関する関心」の設問は、1975年 10月調査以前には、存在しない。 
 
 表 4よりわかることは、 
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大いに異なる。関心の１つのピーク（67.4％）は 2006（平成 18）年 2月調査の時期であり、危
険がある（Ａ）の数値も極めて高い数値（45.0％）を示している。後述するように、国民の安全
保障上の最大の関心事項は、朝鮮半島情勢である。もう１つの関心のピーク（67.3％）は 1991







るために、1991（平成 3)年 2月調査以降、表 3で「危険がある（Ａ）」と回答した比率を抽出すると、
表 5のとおりとなる。 
 









1991年 2月調査 30.2 25.8 23.6 18.7 17.4 18.1 12.1 
1994年 1月調査 27.3 23.8 20.7 18.8 11.6 13.5 13.8 
1997年 2月調査 29.5 24.7 24.5 17.4 16.7 12.2 17.3 
2000年 1月調査 40.4 37.3 34.3 29.0 23.9 20.3 20.1 
2003年 1月調査 45.1 50.0 41.4 45.1 41.8 36.4 8.7 
2006年 2月調査 58.9 51.3 54.7 48.4 37.3 28.4 30.5 
2009年 1月調査 35.8 28.6 27.1 29.2 21.9 23.4 12.4 
7回の調査単純平均 38.2 34.5 32.3 29.5 24.4 21.8 16.4 
 










1991（平成 3)年 2月調査以降、表 4で「自衛隊や防衛問題に関心がない（Ｄ）」と回答した比率を抽
出すると、表 6のとおりとなる。 
 









1991年 2月調査 38.9 31.5 31.4 27.8 23.9 29.1 9.8 
1994年 1月調査 56.6 46.6 38.6 34.2 33.6 36.7 19.9 
1997年 2月調査 62.3 49.7 40.7 34.4 34.8 30.7 31.6 
2000年 1月調査 58.2 49.7 40.1 34.7 33.1 39.2 19.0 
2003年 1月調査 62.1 50.3 41.4 29.8 30.0 34.1 28.0 
2006年 2月調査 55.8 42.9 38.8 27.4 22.4 22.0 33.8 
2009年 1月調査 62.3 39.5 40.1 32.5 26.3 24.9 37.4 




している。過去 7回の調査単純平均でＧの比率が、Ｈの比率よりも 25.6％高くなっている。 
表 6よりわかることは、全般的にみて、若年者ほど自衛隊や防衛問題に関心がないということであ
る。冷戦崩壊後の 1991（平成 3）年 2月調査においては、20歳代の関心がない比率Ｇは、一時的に低い
値（逆に関心がある値は高い）を示している。しかしながら、3年後の調査では、関心がない者の比率が
過半数となり、以後このような傾向が続いている。 
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合計 1,781人 26.6 42.6 69.2 25.8 4.9 
増強した方がよい 251人 46.6 38.2 84.9 13.9 1.2 
今の程度でよい 1,160人 25.0 44.3 69.3 26.1 4.6 
縮小した方がよい 190人 16.8 41.1 57.9 40.5 1.6 











ア 2003（平成 15)年 1月調査まで 
「日本の平和と安全の面から関心をもっていること」という設問に共通性がみられる 1997（平成 9）
年 2月調査から 2003（平成 15)年 1 月調査までを集計すると、表 8のとおり（紙面の関係から 2 分
割表示）。3つまでの複数回答なので、合計が 100％を超えている。 
 
























1997年 2月調査 2,114人 46.7 28.6 17.6 13.8 19.2 13.3 16.3 
2000年 1月調査 3,461人 56.7 35.2 14.8 16.8 17.9 13.1 13.7 
2003年 1月調査 2,126人 74.4 34.7 33.9 16.6 13.2 12.3 8.7 
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1997年 2月調査 2,114人 15.1 7.9 2.4 0.2 18.9 5.3 205.3 
2000年 1月調査 3,461人 11.7 10.5 2.2 0.2 13.8 6.1 212.9 
2003年 1月調査 2,126人 7.2 6.9 1.7 0.8 8.4 4.2 222.9 
 
合計が 100％になるように、表 8の数値を案分比例すると、表 9（紙面の関係から 2分割表示）と
なる。 
 
（表 9）                                       単位：人,％ 























1997年 2月調査 2,114人 22.7 13.9 8.6 6.7 9.4 6.5 7.9 
2000年 1月調査 3,461人 26.6 16.5 7.0 7.9 8.4 6.2 6.4 
2003年 1月調査 2,126人 33.4 15.6 15.2 7.4 5.9 5.5 3.9 
 














1997年 2月調査 2,114人 7.4 3.8 1.2 0.1 9.2 2.6 24.3 
2000年 1月調査 3,461人 5.5 4.9 1.0 0.1 6.5 2.9 100.0 
2003年 1月調査 2,126人 3.2 3.1 0.8 0.4 3.8 1.9 100.0 
 




 イ 2006（平成 18)年 2月調査以降 
 「日本の平和と安全の面から関心をもっていること」という設問に共通性がみられる 2006（平成
18)年 2月調査以降を集計すると、表 10（紙面の関係から 2分割表示）のとおり。いくつでも回答し
てよいので、合計が 100％を超えている。 
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2006年 2月調査 1,657人 63.7 46.2 27.4 27.5 36.3 29.6 15.0 


















2006年 2月調査 1,657人 14.2 11.7 11.0 0.5 6.9 3.3 293.3 
2009年 1月調査 1,781人 19.4 17.1 13.5 0.7 6.9 4.0 301.6 
 
 合計が 100％になるように、表 10の数値を案分比例すると、表 11（紙面の関係から 2分割表示）
となる。 



























2006年 2月調査 1,657人 21.7 15.8 9.3 9.4 12.4 10.1 5.1 


















2006年 2月調査 1,657人 4.8 4.0 3.8 0.2 2.4 1.1 100.0 
2009年 1月調査 1,781人 6.4 5.7 4.5 0.2 2.3 1.3 100.0 
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 ア 2000（平成 12)年 1月調査まで 
 「自衛隊が今後力を入れていく面」という設問に共通性がみられる 1997（平成 9）年 2月調査から
2000（平成 12)年 1月調査までを集計すると、表 12のとおり。2つまでの複数回答なので、合計が
100％を超えている。 
 

























2,114人 71.0 41.6 34.0 20.8 12.1 0.5 2.9 182.8 
2000年 
1月調査 
3,461人 67.5 44.7 36.1 20.4 9.0 0.4 3.1 181.4 
 
 イ 2003（平成 15)年 1月調査 
 2000（平成 15）年 1月調査は、表 13のとおり。いくつでも回答可なので、合計が 100％を超えて
いる。 
 














































2,126人 67.8 57.6 37.1 31.4 27.9 25.8 19.5 0.5 3.3 271.0 
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 ウ 2006（平成 18)年 2月調査以降 
 設問に共通性がみられる 2006（平成 18）年 2月調査以降の調査を集計すると、表 14のとおり。い
くつでも回答可なので、合計が 100％を超えている。 
 



















































1,657人 67.1 54.9 36.9 34.4 17.8 17.3 13.9 - 0.4 1.6 244.3 
2009年 
1月調査 
1,781人 73.8 60.1 44.3 39.0 25.3 21.4 17.1 1.7 0.2 1.1 284.0 
 
 エ 自衛隊が今後力を入れていく面の世代間ギャップ１（国の安全確保） 
「自衛隊が今後力を入れていく面」の世代間ギャップの有無を検証するために、1997（平成 9)年 2
月調査以降、表 12から表 14までにおいて「国の安全確保」と回答した比率を抽出すると、表 15の
とおりとなる。 
 











1997年 2月調査 28.4 37.2 42.6 45.3 47.7 44.4 16.9 
2000年 1月調査 35.0 38.0 43.2 49.4 50.9 47.5 14.4 
2003年 1月調査 51.1 50.0 55.8 66.2 62.0 52.6 15.1 
2006年 2月調査 45.7 46.9 58.4 60.8 55.8 54.9 15.1 
2009年 1月調査 46.4 56.5 59.2 65.8 62.0 61.4 19.4 
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1997年 2月調査 37.7 41.5 35.0 32.5 31.3 22.4 19.1 
2000年 1月調査 38.4 43.7 41.2 37.0 31.9 22.4 21.3 
2003年 1月調査 35.3 41.3 45.0 42.9 33.3 22.4 18.9 
2006年 2月調査 42.6 40.3 37.1 41.1 35.1 27.2 13.1 
2009年 1月調査 40.4 48.8 48.2 50.0 38.9 39.6 9.2 
5回の調査単純平均 38.9 43.1 41.3 40.7 34.1 26.8 16.3 
 














 ア 基本的なデータ 
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2,156人 25.7 28.5 54.3 17.0 13.4 30.4 15.3 
1994年 
1月調査 
2,082人 26.2 35.4 61.6 15.2 6.7 21.9 16.5 
1997年 
2月調査 
2,114人 39.0 39.0 78.0 8.8 3.1 11.9 10.2 
2000年 
1月調査 
3,461人 50.1 36.2 86.3 4.0 1.4 5.4 8.3 
2003年 
1月調査 
2,126人 40.1 38.4 78.6 6.1 2.3 8.4 13.1 
2006年 
2月調査 
1,657人 61.7 29.1 90.8 3.9 1.6 5.5 3.7 
2009年 
1月調査 
1,781人 54.2 34.4 88.5 6.2 2.3 8.5 ＊3.0
（注）＊2009年 1月調査の選択肢から「一概にいえない」は削除され、「わからない」のみ 
 
 表 17からわかることは、 
 
 ①緊急援助隊法改正前の 1991（平成 3）年 2 月調査では、賛成（Ａ＋Ｂ）がかろうじて過半数を
占めたが、時の経過とともに賛成の比率が増大し、2006（平成 18)年 2 月調査では 9 割を超え、
2009（平成 21）年 1月調査でも 9割近い。 
 
 ②（積極的に）賛成する（Ａ）の比率は、スマトラ島沖大規模地震およびインド洋津波被害に対す
る自衛隊の派遣（2005（平成 17）年 1月）直後の調査である 2006（平成 18）年 2月調査で、
20ポイントの大幅増となっている。 
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 イ 外国の災害等に対する自衛隊の救援活動に関する世代間ギャップ 
 「外国の災害等に対する自衛隊の救援活動」に関する世代間ギャップの有無を検証するために、
1991（平成 3)年 2月調査以降、表 17において賛成（Ａ＋Ｂ）と回答した比率を抽出すると、表 18
のとおりとなる。 
 








1991年 2月調査 54.7 58.1 56.4 56.2 47.1 48.9 5.8 
1994年 1月調査 67.8 65.7 61.3 60.7 58.1 57.0 10.8 
1997年 2月調査 85.8 80.4 79.7 76.8 72.2 72.7 13.1 
2000年 1月調査 90.8 91.3 89.5 86.2 84.0 75.4 15.4 
2003年 1月調査 78.3 84.9 81.1 82.6 76.2 67.2 11.1 
2006年 2月調査 94.6 92.3 93.1 89.7 89.8 88.4 6.2 
2009年 1月調査 92.1 90.7 91.5 89.9 88.3 81.3 10.8 








































合計 1,781人 54.2 34.4 88.5 6.2 2.3 8.5 3.0 




1,153人 57.9 32.6 90.5 5.6 1.9 7.5 2.0 
関心が 
ない 
613人 47.1 38.0 85.2 7.2 3.1 10.3 4.6 
わから 
ない 
15人 53.3 20.0 73.3 13.3 - 13.3 13.3 
（注）2009年 1月調査 
 







 ア 基本的なデータ 
 「今後の国連平和維持活動への参加」という設問に共通性がみられる 1991（平成 3）年 2月調査か
ら 2003（平成 15)年 1月調査までを集計すると、表 20のとおり。 
 

































2,156人 20.6 24.9 45.5 19.1 18.8 37.9 10.9 5.7 
1994年 
1月調査 
2,082人 17.1 31.3 48.4 19.8 10.8 30.6 14.3 6.7 
1997年 
2月調査 
2,114人 24.1 39.9 64.0 10.5 3.1 13.6 8.2 14.2
2000年 
1月調査 
3,461人 40.5 39.0 79.5 6.0 2.7 8.6 5.5 6.4 
2003年 
1月調査 
2,126人 29.4 40.8 70.1 8.7 4.3 12.9 7.5 9.4 
 
GRIPS Policy Information Center                                    Discussion Paper : 09-11 
 18
 表 20から、国連平和維持活動への支持（賛成（Ａ＋Ｂ））が国民に定着したことがわかる。 
 イ 今後の国連平和維持活動への参加に関する世代間ギャップ 
 「今後の国連平和維持活動への参加」に関する世代間ギャップの有無を検証するために、1991（平
成 3)年 2月調査以降、表 20において賛成（Ａ＋Ｂ）と回答した比率を抽出すると、表 21のとおり
となる。 
 









1991年 2月調査 47.4 42.6 45.0 47.1 45.1 46.7 0.7 
1994年 1月調査 53.9 49.3 51.0 48.3 44.4 42.0 11.9 
1997年 2月調査 68.3 66.8 61.8 66.1 63.4 55.6 12.7 
2000年 1月調査 84.4 84.8 82.4 80.2 75.6 68.6 15.8 
2003年 1月調査 69.8 75.8 68.3 73.9 69.5 62.3 7.5 
5回の調査単純平均 64.8 63.9 61.7 63.1 59.6 55.0 9.7 
 
 今後の国連平和維持活動への参加に賛成（Ａ＋Ｂ）と回答した比率が最も高いのは、20 歳代であ
る（5 回の調査単純平均で 64.8％）。回答した比率が最も低いのは、70 歳以上である（5 回の調査
単純平均で 55.0％）。 
 両者のギャップは、1991（平成 3）年 2 月調査では、ほとんどなかった（0.7 ポイント）。1994
（平成 6）年 1 月調査以降、20 歳代の賛成比率が急激に上昇したため、ギャップが拡大した。遅ま
きながら 70 歳以上の賛成比率が上昇しつつあるため、2003（平成 15）年 1 月調査では、ギャップ
が縮小した。 
 
 ウ 国際平和協力活動の今後の取組（2006（平成 18）年 2月調査） 
 2006（平成 18）年 2月調査では、設問が変更され、国際平和協力活動の今後の取組について質問
している。「国際平和協力活動」とは、①イラク国家再建に向けた取組への協力、②国際緊急援助活
動、③国際平和協力業務、④国際テロリズム対応のための活動、⑤大量破壊兵器の拡散に対する安全
保障構想（PSI）への取組を包含する概念である（2006（平成 18）年 2月調査表 9）。 
 なお、2009（平成 21）年 1月調査においては、設問が「海賊対策」へ変更されているため、ここ
では採り上げない。 
 
（表 22）国際平和協力活動の今後の取組                       単位：％ 

























1,657人 31.0 53.5 84.5 9.1 2.1 11.2 4.4 
（注）＊の欄は、筆者が便宜上作成 
 
 表 22 より、国際平和協力活動の今後の取組の肯定派が、圧倒的多数（84.5％）である。表 20 と同じ
ような傾向である。 
 
 エ 国際平和協力活動の今後の取組に関する世代間ギャップ 
 「国際平和協力活動の今後の取組」に関する世代間ギャップの有無を検証するために、2006（平
成 18)年 2月調査（表 22）において、肯定派（Ａ＋Ｂ）と回答した比率を抽出すると、表 23のとお
りとなる。 
 









2006年 2月調査 88.4 86.4 85.3 83.4 83.4 82.5 5.9
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 オ 「国際平和協力活動の今後の取組」と「自衛隊や防衛問題に対する関心」との関連 


























合計 1,657人 31.0 53.5 9.1 2.1  4.4 
関心がある 1,117人 33.4 53.5 8.4 2.2  2.4 
関心がない 528人 25.8 53.4 10.6 1.9  8.3 
わからない 12人 33.3 50.0 ‐ ‐ 16.7 
 
















































在する。特に、20歳代と 70歳以上では、認識ギャップは、約 10ポイントある。 
 
③「今後の国連平和維持活動への参加」あるいは「国際平和協力活動の今後の取組」については、一
見すると世代間ギャップは解消されたようにみえるものの、より詳細に「積極的賛成」か「現状維持」
かを区分すると世代間ギャップが現れる。 
 
安全保障政策の立案に当たり、民意の動向を把握することは肝要である。「自衛隊・防衛問題に関
する世論調査」を分析した本稿の内容が、安全保障政策の立案ひいては自衛隊と国民の協働に幾許で
も役立てば、筆者として幸甚である。 
 
